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比較法研究所の共同研究「経済行政法理論の比較法的研究」について、代表者の岡田正則

教授にお話を伺いました。

●研究会について教えてください。

この共同研究では、二つのコンセプトに基づいて研究を行っています。

一つ目は、ヨーロッパ、アメリカ、東アジアの国々で、経済行政法理論が

どのように位置付けられているか、どのような研究がされているか、に関

する研究です。二つ目は、日本を含む各国が、産業分野ごとにどのような

法制度を採用しているか、に関する研究です。

具体的に言えば、情報通信、エネルギー、交通など広い意味でのネット

ワーク産業、租税を含めた金融業界、製造業等に対する規

制のしかた、国家との関係の作り方などに関する研究です。

現在、法理論を整理しながら、研究会のメンバーが各法域

の制度を研究しています。

また、2017 年度からは、法学部に「経済行政法」という

科目を開講し、行政法各論として各経済分野における行政

法理論の具体的な運用について検討をしています。

●経済行政法と経済法の関係を教えてください。

経済法、中でも独占禁止法は、市場をいかに健全なものとするかという視点に立ち、構造

規制と行動規制をしています。いっぽう、経済行政法、あるいは経済公法は、市場とは一定

の距離を保ち、公的な主体と市場との関係に着目していま

す。したがって、公権力と市場との関係から見た場合、経

済行政法は経済公法、経済法は経済私法と言うことができ

ると思います。

経済法では、以前から規制対象に関する議論がありまし

たが、それと同じように、公的な法関係の中で、経済行政

法（経済公法）をどのように位置づけるかについても検討

する必要があります。また、経済法は主に公正取引委員会

と同じ立場から規制をしていますが、経済行政法はそれ以

外の様々な行政主体における規制・介入を通した経済目標の実現を目的としています。

この点で、経済行政法と経済法とは、ある程度区別できると思います。

●経済行政法と持続可能社会法学との関係を教えてください。

20 世紀は「成長の時代」であったと言われています。しかし、1970～80 年代には先進国の

経済成長は相次いで行き詰まりを見せ、その後、資源・環境問題、社会保障など生活を支え

る仕組みの制度疲労、経済のグローバル化といった現象が一気に顕在化してきました。

経済行政法は、もともと国内現象を対象としていましたが、グロ

ーバル化の進展に伴い、ヒト、モノ、資本が国境を越えて移動する

ようになると、政府はそれらをコントロールすることができなくな

りました。しかも、政府には長期的な視点に立った政策が求められ、

直接成長につながらないとしても、環境問題を解決し、社会保障制

度を維持するために経済活動に介入しなくてはならなくなりまし



た。空間的、時間的に発想を転換しなくてはならない状況にあるのです。

したがって、持続可能社会について考える時、経済が成長の牽引役となって国家を豊かに

するというこれまでの考え方を見直すとともに、国や地方公共団体以外の主体としてグロー

バル企業も考慮に入れる必要があります。市場以外の様々な要因を見ていかないと、視野が

狭くなってしまいます。

その意味では、持続可能社会を意識しつつ、経済の一般原理にとどまらず、経済の原点に

立ち返って人々の生活を支える法体系を作らなくてはならないと思います。

●ありがとうございました。

●（編集より）

岡田教授からは、経済法と経済行政法の違いに関する貴重なお話を伺うことができました。

この研究は、持続可能社会の実現に寄与するとても意義深いものであると感じました。


